
５
Ａ
Ｉ
Ｓ
信
号
所
用

告
示
要
項
書

E
E
E
E
E
E
E
E
E

名
称

位
置

所
在

地
北

緯
東

経
海
上
移
動
業
務
識
別
及
び

そ
れ
に
係
る
Ａ
Ｉ
Ｓ
信
号

に
含
ま
れ
る
位
置

電
波
の
型
式
、
周
波
数
及

び
空
中
線
電
力

電
波
の
発
射
時
間

有
効
利
用
区
域

業
務
開
始
（
変
更
）
予
定

年
月
日

記
事

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

平成™œ年Ÿ月˜�日 金曜日 第�˜˜˜号官 報
〇
国
土
交
通
省
令
第
六
十
七
号

不
動
産
登
記
令（
平
成
十
六
年
政
令
第
三
百
七
十
九
号
）

第
七
条
第
二
項
並
び
に
船
舶
登
記
令
（
平
成
十
七
年
政
令

第
十
一
号
）
第
十
三
条
第
二
項
及
び
第
二
十
七
条
第
二
項

の
規
定
に
基
づ
き
、
国
土
交
通
省
所
管
の
不
動
産
の
登
記

並
び
に
船
舶
の
登
記
及
び
登
録
の
嘱
託
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
五
年
八
月
十
六
日

国
土
交
通
大
臣

太
田

昭
宏

国
土
交
通
省
所
管
の
不
動
産
の
登
記
並
び
に
船
舶

の
登
記
及
び
登
録
の
嘱
託
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

国
土
交
通
省
所
管
の
不
動
産
の
登
記
並
び
に
船
舶
の
登

記
及
び
登
録
の
嘱
託
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
二
年
総
理
運
輸
建
設

府省省
令
第
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

「
第
二
百
一
条
第
五
項
第
二
号
ニ
」
を
「
第
二
百
一
条

第
五
項
第
二
号
ハ
及
び
ニ
」
に
改
め
、「
の
普
通
財
産
」
を

「
及
び
自
動
車
安
全
特
別
会
計
の
自
動
車
検
査
登
録
勘
定

の
普
通
財
産
」
に
改
め
、「
都
道
府
県
知
事
」を「
財
務
局
、

都
道
府
県

財
務
支
局
又
は
財
務
事
務
所
の
出
張
所
長
（
社
会
資
本
整

知
事

備
事
業
特
別
会
計
の
空
港
整
備
勘
定
等
及
び
自
動
車
安
全

特
別
会
計
の
自
動
車
検
査
登
録
勘
定
の
普
通
財
産
の
処
分

に
つ
い
て
、
会
計
法
第
二
十
九
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に

基
づ
き
、
国
土
交
通
大
臣
が
契
約
に
関
す
る
事
務
を
委
任

し
た
財
務
局
、
財
務
支
局
又
は
財
務
事
務
所
の
出
張
所
長

に
限
る
。）」
に
改
め
る
。
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こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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